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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第21期
第２四半期
連結累計期間

第22期
第２四半期
連結累計期間

第21期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年９月30日

自平成30年４月１日
至平成30年９月30日

自平成29年４月１日
至平成30年３月31日

売上高 （千円） 66,241,708 121,350,520 134,059,492

経常利益 （千円） 10,726,570 25,583,995 19,858,526

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 7,239,965 17,402,376 13,757,713

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 7,242,849 17,408,164 13,768,527

純資産額 （千円） 66,594,068 94,675,960 75,172,692

総資産額 （千円） 216,036,839 261,600,673 245,399,170

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 122.92 283.21 232.58

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） 122.25 271.24 222.29

自己資本比率 （％） 30.7 35.5 29.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △15,628,823 18,430,130 △40,184,188

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △896,789 △1,253,180 △1,905,878

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 25,210,847 3,020,276 42,963,842

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 37,143,897 49,538,965 29,314,433

 

回次
第21期
第２四半期
連結会計期間

第22期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成29年７月１日
至平成29年９月30日

自平成30年７月１日
至平成30年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 45.17 69.30

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．当社は株式給付型ＥＳＯＰを導入しており、株主資本において自己株式として計上されている株式給付型ＥＳ

ＯＰに残存する自社の株式は、１株当たり四半期（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、引き続き、企業収益や所得・雇用環境の改善を背景に、個人

消費の持ち直しにより景気は緩やかな回復基調で推移しました。一方、米国の保護貿易主義的政策の影響などによ

る世界的な貿易の収縮及び金融市場の変動の影響には留意が必要な状況にあります。

当社グループの属する不動産業界におきましては、三大都市圏及び地方中核都市の公示地価の上昇が継続してお

り、開発用地の取得費が上昇していること、東京オリンピック開催に伴い、旺盛な建設需要が建築工事費を押し上

げていること等、懸念材料があるものの、低金利や住宅ローン減税政策等の住宅取得支援制度が継続して実施され

ていること、都市の生活利便性を求める傾向が強まっており都市中心部への人口流入が続いていること等から分譲

マンション市場は引き続き堅調に推移しております。

このような環境の下、当社は、当社の主要販売エリアである近畿圏、東海・中京圏及び地方中核都市の中心部に

おいて、選別した事業エリアでの用地を取得することに努め、主要都市中心部への分譲マンション供給に注力して

まいりました。

これらの結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高121,350百万円（前年同期比83.2％増）、営業利益

25,777百万円（同134.6％増）、経常利益25,583百万円（同138.5％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益

17,402百万円（同140.4％増）となりました。

なお、当社グループの主要販売エリアにおいて、大阪北部地震、西日本豪雨（平成30年７月）、台風21号（平成

30年）などが発生しましたが、業績に影響はありませんでした。

 

セグメントの経営成績は次のとおりであります。

（不動産販売事業）

不動産販売事業におきましては、ファミリーマンション「プレサンス　レジェンド　シリーズ」のレジェンド

琵琶湖（総戸数 486戸）やワンルームマンション「プレサンスシリーズ」のプレサンス立売堀パークシティ（総

戸数 148戸）等の販売が順調に推移いたしました。その結果、ワンルームマンション売上高29,780百万円

（1,638戸）、ファミリーマンション売上高61,985百万円（1,639戸）、一棟販売売上高7,392百万円（503戸）、

ホテル販売売上高17,625百万円（980戸）、その他住宅販売売上高484百万円（37戸）、その他不動産販売売上高

166百万円、不動産販売附帯事業売上高1,062百万円となり、不動産販売事業の合計売上高は118,498百万円（前

年同期比85.8％増）、セグメント利益は25,350百万円（同142.0％増）となりました。

（その他）

その他の不動産賃貸事業等におきましては、自社保有の賃貸不動産が順調に稼働いたしました。その結果、受

取家賃収入が増加したこと等から、その他の売上高は2,851百万円（前年同期比15.8％増）、セグメント利益は

1,045百万円（同2.8％増）となりました。
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資産、負債及び純資産の状況は次のとおりであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態については、遡及処理後の前連結会計年度末の数値で比較を

行っております。

（流動資産）

当第２四半期連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度末に比べて15,031百万円増加し、242,193

百万円（前期末比6.6％増）となりました。その主な要因は、マンションの引渡しが増加したことによりたな卸

資産が3,995百万円減少したのに対して、現金及び預金が20,724百万円増加したことであります。

（固定資産）

当第２四半期連結会計期間末における固定資産は、前連結会計年度末に比べて1,169百万円増加し、19,407百

万円（前期末比6.4％増）となりました。その主な要因は、自社保有物件が増加したことにより賃貸不動産が409

百万円増加したこと及び関係会社出資金が447百万円増加したことであります。

（負債）

当第２四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べて3,301百万円減少し、166,924百万円

（前期末比1.9％減）となりました。その主な要因は、利益の増加により未払法人税等が4,306百万円増加したこ

と及び金融機関からの借入金が3,824百万円増加したことに対して、マンションの引渡しに伴い前受金が6,035百

万円減少したこと、新株予約権の行使により新株予約権付社債が2,900百万円減少したこと、支払期日の到来に

より電子記録債務が2,567百万円減少したことであります。

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べて19,503百万円増加し、94,675百万

円（前期末比25.9％増）となりました。その主な要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上等に伴い、

利益剰余金が16,383百万円増加したことであります。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前連結会計年度末と比

べ20,224百万円増加し、49,538百万円(前期末比69.0％増）となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、増加した資金は18,430百万円（前年同期は15,628百万円の減少）となりました。

これは主に、マンションの引渡しに伴い前受金が6,035百万円減少したこと、法人税等を4,029百万円支払った

こと等により、資金が減少したのに対して、税金等調整前四半期純利益が25,582百万円あったこと、マンション

の引渡しが大幅に増加したためたな卸資産が3,472百万円減少したこと等により、資金が増加したためでありま

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、減少した資金は1,253百万円（前年同期は896百万円の減少）となりました。

これは主に、定期預金への預入により500百万円、関係会社への出資により455百万円、関係会社への貸付けに

より253百万円資金が減少したためであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、増加した資金は3,020百万円（前年同期は25,210百万円の増加）となりました。

これは主に、配当金を1,017百万円支払ったことにより資金が減少したのに対して、金融機関からの借入金が

純額で3,824百万円増加したことにより資金が増加したことによるものであります。

 

(3) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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(6) 従業員数

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの従業員数に著しい増減はありません。

(7) 生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、販売（引渡）実績が著しく増加いたしました。

①　受注状況

当第２四半期連結累計期間の契約状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメント
の名称

区分

契約高 契約残高  

数量
（戸）

前年
同期比
（％）

金額
（千円）

前年
同期比
（％）

数量
（戸）

前年
同期比
（％）

金額
（千円）

前年
同期比
（％）

 

不動産

販売事業

ワンルーム

マンション
1,575 142.0 30,569,425 157.1 1,439 239.0 27,891,742 264.5  

ファミリー

マンション
936 87.3 33,963,006 85.2 1,441 58.9 52,385,039 55.3 ※

一棟販売 811 93.9 10,983,157 89.3 1,448 120.9 20,385,309 124.7  

ホテル販売 840 344.3 20,597,927 490.6 694 106.0 19,080,850 164.4  

その他住宅

販売
40 114.3 547,237 54.0 11 47.8 189,282 26.6  

その他不動産

販売
－ － 166,000 7.9 － － － －  

報告セグメント計 4,202 126.3 96,826,754 122.6 5,033 102.2 119,932,223 89.5  

（注）１．本表におきまして「受注高」は「契約高」と読み替えております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．上記の金額には、追加工事の金額も含まれております。

４．一棟販売とは、マンション一棟もしくはその一部を主にマンション販売業者に卸売する方法であります。

５．その他住宅販売とは、中古住宅流通事業、戸建分譲事業等、新築マンション以外の住宅の販売であります。

６．その他不動産販売とは、商業用店舗、開発用地等の住宅以外の不動産の販売であります。

７．その他不動産販売の契約高は、開発用地に関するものであります。

８．契約高及び契約残高については、計画変更等により数量（戸）が変動する可能性があります。

 

※　当第２四半期連結累計期間末のファミリーマンションの契約残高は、前第２四半期連結累計期間末と比べて大き

く減少しております。これは、当第２四半期連結累計期間において、大型物件であるプレサンスレジェンド琵琶

湖やその他の多くのファミリーマンションの竣工・引渡しがあったためであります。

その結果、５ページ「② 販売実績」に記載のとおり、当第２四半期連結累計期間のファミリーマンションの売

上高は61,985,172千円、前年同期比259.5％と大幅に増加しております。
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②　販売実績

当第２四半期連結累計期間の販売（引渡）実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 区分

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日）

 

数量（戸）
前年
同期比
（％）

金額（千円）
前年
同期比
（％）

 
 
 

不動産販売事業

ワンルームマンション 1,638 126.0 29,780,934 133.4  

ファミリーマンション 1,639 241.0 61,985,172 259.5 ※

一棟販売 503 61.1 7,392,718 55.3  

ホテル販売 980 1,361.1 17,625,826 1,673.4  

その他住宅販売 37 194.7 484,950 93.7  

その他不動産販売 － － 166,000 7.9  

不動産販売附帯事業 － － 1,062,945 213.5  

報告セグメント計 4,797 165.6 118,498,547 185.8  

その他 － － 2,851,972 115.8  

合計 4,797 165.6 121,350,520 183.2  

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．上記の金額には、追加工事の金額も含まれております。

３．一棟販売とは、マンション一棟もしくはその一部を主にマンション販売業者に卸売する方法であります。

４．その他住宅販売とは、中古住宅流通事業、戸建分譲事業等、新築マンション以外の住宅の販売であります。

５．その他不動産販売とは、商業用店舗、開発用地等の住宅以外の不動産の販売であります。

６．不動産販売附帯事業とは、マンションの販売代理手数料、及び不動産販売事業に附随して発生する事務手数

料等であります。

７．その他不動産販売の売上高は、開発用地に関するものであります。

 

※　４ページをご参照ください。

 

(8) 主要な設備

当第２四半期連結累計期間において、主要な設備について著しい変動はありません。

 

(9) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループの主力事業である不動産販売事業は、各種不動産関連法規の改廃、景気変動、原材料価格、土地

価格、金利動向及び住宅税制並びにその他税制の影響を受けやすいため、景気の悪化、金利の上昇、税制の改

正、マンション開発用地の価格上昇及び原材料価格の上昇が発生した場合には、顧客の購買意欲の低下につなが

り、当社グループの経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

(10) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの資金需要の主なものは不動産販売事業における用地取得費用であり、その調達手段は主として

銀行からの借入金によっております。用地取得費用以外の運転資金につきましては、自己資金で対応することを

原則とし、金融費用を低減するよう努めております。銀行借入金による資金調達の実施にあたっては、調達時

期、条件について最も有利な手段を選択するべく検討することとしております。
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(11) 経営者の問題意識と今後の方針について

（不動産販売事業）

不動産販売事業については、ワンルームマンション・ファミリーマンションの分譲を柱として経営基盤を拡充

し、安定した収益の向上に努めてまいります。

ワンルームマンションの分譲につきましては、年金問題、単独世帯数の増加及び都心部への人口回帰現象と

いった社会的側面があること、比較的リスクが少ない資産運用の商品として市場に定着していること等から、堅

調に推移するものと考えております。今後も変化する顧客のニーズに的確に対応し、収益性を重視しつつ事業規

模の拡大を図ってまいります。

ファミリーマンションの分譲につきましては、継続的な住宅取得支援制度の実施により、都心部の顧客ニーズ

に合致したマンションに対する需要は、堅調に推移しておりますので、今後も三大都市圏を中心にファミリーマ

ンション供給戸数の増加を図ってまいります。

（その他）

その他不動産賃貸事業等につきましては、今後も事業規模を拡大し、継続的かつ安定的な収益の確保を図って

まいります。

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 192,000,000

計 192,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年11月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 62,818,585 62,847,785
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100株で

あります。

計 62,818,585 62,847,785 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年７月１日～

平成30年９月30日

（注）１

130,400 62,818,585 86,927 2,322,185 86,927 2,252,185

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．平成30年10月１日から平成30年11月９日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が29,200株、

資本金及び資本準備金がそれぞれ19,465千円増加しております。
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(5) 【大株主の状況】

  平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式を
除く。）の総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

株式会社パシフィック 神戸市東灘区向洋町中6-3-47 12,640 20.30

山岸　忍 神戸市東灘区 12,602 20.24

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口）
東京都中央区晴海1-8-11 3,443 5.53

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町2-11-3 2,487 3.99

NOMURA PB NOMINEES TK１ LIMITED

 

（常任代理人　野村證券株式会社）

1 ANGEL LANE, LONDON, EC4R 3AB,

UNITED KINGDOM

（東京都中央区日本橋1-9-1）

2,170 3.49

CHASE MANHATTAN BANK GTS CLIENTS ACCOUNT

ESCROW

 

（常任代理人　株式会社みずほ銀行）

 

5TH FLOOR, TRINITY TOWER 9, THOMAS

MORE STREET LONDON, E1W 1YT, UNITED

KINGDOM

（東京都港区港南2-15-1 品川インター

シティＡ棟）

1,202 1.93

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口９）
東京都中央区晴海1-8-11 789 1.27

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001

 

（常任代理人　株式会社みずほ銀行）

 

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A.

（東京都港区港南2-15-1 品川インター

シティＡ棟）

786 1.26

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT

 

（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA

02111

（東京都中央区日本橋3-11-1）

741 1.19

RE FUND 107-CLIENT AC

 

（常任代理人　シティバンク、エヌ・エイ東京

支店）

MINISTRIES COMPLEX ALMURQAB AREA

KUWAIT KW 13001

（東京都新宿区新宿6-27-30）

 

735 1.18

計 － 37,599 60.38

（注）１．上記のほか、自己株式が549,764株あります。

２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の所有株式3,443千株のうち313千株は、株式給付型Ｅ

ＳＯＰ制度導入に伴う当社株式であります。

３．平成30年６月１日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、タワー投資顧問株式会社が平成30

年５月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されておりますが、当社として当第２四半期会計期間末

現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

タワー投資顧問株式会社の大量保有報告書の内容は、以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

タワー投資顧問株式会社 東京都港区芝大門1-2-18 3,985,200 6.36
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(6) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 549,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　62,265,600 622,656 －

単元未満株式 普通株式　　　 3,285 － －

発行済株式総数 62,818,585 － －

総株主の議決権 － 622,656 －

（注）１.「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式給付型ＥＳＯＰ導入に伴い日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）が保有する当社株式313,900株（議決権の数 3,139個）を含めております。

２.「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株含まれております。また、

「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数40個が含まれております。

②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社プレサンス

コーポレーション

大阪市中央区城見

一丁目２番27号
549,700 － 549,700 0.88

計 － 549,700 － 549,700 0.88

（注）株式給付型ＥＳＯＰ導入に伴い日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が保有する当社株式

313,900株につきましては、上記の自己株式等に含まれておりませんが、会計処理上は当社と株式給付型ＥＳＯ

Ｐを一体としていることから、四半期連結貸借対照表においては自己株式として処理をしております。

２【役員の状況】

(1) 退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 東京支店長 永嶋　芳典 平成30年７月31日

 

(2) 異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性10名　女性１名（役員のうち女性の比率9.1％）

EDINET提出書類

株式会社　プレサンスコーポレーション(E04047)

四半期報告書

10/24



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から

平成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、新日本有限責任監査法人は、名称変更により、平成30年７月１日をもってEY新日本有限責任監査法人と

なりました。
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１【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 31,374,433 52,098,965

売掛金 79,318 99,639

販売用不動産 11,275,614 17,737,141

仕掛販売用不動産 180,461,550 169,961,420

原材料及び貯蔵品 207,921 251,123

その他 3,762,667 2,045,107

流動資産合計 227,161,506 242,193,398

固定資産   

有形固定資産   

賃貸不動産（純額） 13,935,823 14,345,379

その他（純額） 557,927 555,389

有形固定資産合計 14,493,751 14,900,769

無形固定資産 431,820 378,824

投資その他の資産 3,312,092 4,127,680

固定資産合計 18,237,664 19,407,274

資産合計 245,399,170 261,600,673

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 796,037 77,437

電子記録債務 5,955,930 3,388,122

短期借入金 7,965,955 3,073,670

1年内返済予定の長期借入金 32,507,172 30,715,972

未払法人税等 4,190,984 8,497,240

前受金 12,492,345 6,456,490

賞与引当金 170,067 173,015

その他 3,458,537 4,185,468

流動負債合計 67,537,029 56,567,416

固定負債   

新株予約権付社債 ※２ 6,400,000 ※２ 3,500,000

長期借入金 95,621,800 106,129,450

役員退職慰労引当金 569,350 596,133

株式給付引当金 89,905 118,339

その他 8,393 13,373

固定負債合計 102,689,448 110,357,296

負債合計 170,226,478 166,924,712

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,973,996 2,322,185

資本剰余金 2,113,852 3,324,375

利益剰余金 71,588,931 87,972,788

自己株式 △2,471,817 △887,796

株主資本合計 73,204,962 92,731,553

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 6,980 7,888

為替換算調整勘定 △2,840 3,821

その他の包括利益累計額合計 4,139 11,709

新株予約権 180,329 151,218

非支配株主持分 1,783,260 1,781,478

純資産合計 75,172,692 94,675,960

負債純資産合計 245,399,170 261,600,673
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

売上高 66,241,708 121,350,520

売上原価 48,127,627 86,788,124

売上総利益 18,114,080 34,562,395

販売費及び一般管理費 ※ 7,126,227 ※ 8,784,733

営業利益 10,987,853 25,777,662

営業外収益   

受取利息 2,331 629

受取配当金 688 744

仕入割引 4,246 －

為替差益 24,654 151,714

受取手数料 32,346 40,521

違約金収入 50,200 31,021

その他 38,904 36,636

営業外収益合計 153,371 261,269

営業外費用   

支払利息 308,795 331,150

持分法による投資損失 30,789 81,655

支払手数料 62,631 28,521

その他 12,437 13,608

営業外費用合計 414,654 454,936

経常利益 10,726,570 25,583,995

特別利益   

固定資産売却益 － 99

特別利益合計 － 99

特別損失   

固定資産売却損 － 584

固定資産除却損 5,278 880

特別損失合計 5,278 1,465

税金等調整前四半期純利益 10,721,291 25,582,629

法人税等 3,478,469 8,182,035

四半期純利益 7,242,821 17,400,594

非支配株主に帰属する四半期純利益 2,856 △1,782

親会社株主に帰属する四半期純利益 7,239,965 17,402,376
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

四半期純利益 7,242,821 17,400,594

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 28 908

為替換算調整勘定 － 6,662

その他の包括利益合計 28 7,570

四半期包括利益 7,242,849 17,408,164

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 7,239,993 17,409,946

非支配株主に係る四半期包括利益 2,856 △1,782
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 10,721,291 25,582,629

減価償却費 190,633 234,417

のれん償却額 50,106 50,106

受取利息及び受取配当金 △3,019 △1,374

支払利息 308,795 331,150

為替差損益（△は益） △24,654 △151,714

持分法による投資損益（△は益） 30,789 81,655

たな卸資産の増減額（△は増加） △21,817,652 3,472,306

仕入債務の増減額（△は減少） △3,789,266 △2,996,367

株式報酬費用 52,091 －

賞与引当金の増減額（△は減少） 7,980 2,948

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 20,500 26,783

株式給付引当金の増減額（△は減少） 24,434 28,434

固定資産売却損益（△は益） － 484

固定資産除却損 5,278 880

前受金の増減額（△は減少） 158,629 △6,035,962

未収消費税等の増減額（△は増加） 980,392 669,632

未払消費税等の増減額（△は減少） 510,946 1,007,773

その他 △334,309 484,286

小計 △12,907,031 22,788,072

利息及び配当金の受取額 3,019 1,374

利息の支払額 △308,272 △329,512

法人税等の支払額 △2,416,539 △4,029,803

営業活動によるキャッシュ・フロー △15,628,823 18,430,130

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △65,266 △43,141

固定資産の売却による収入 － 100

投資有価証券の取得による支出 △953 △1,011

関係会社貸付けによる支出 △667,638 △253,567

関係会社出資金の払込による支出 － △455,760

定期預金の預入による支出 △7 △500,000

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△162,993 －

その他 70 200

投資活動によるキャッシュ・フロー △896,789 △1,253,180

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 35,502,000 48,008,050

長期借入金の返済による支出 △24,377,949 △39,291,599

株式の発行による収入 408,036 167,267

配当金の支払額 △734,391 △1,017,511

短期借入金の増減額（△は減少） 7,414,000 △4,892,285

自己株式の処分による収入 － 46,355

新株予約権付社債の発行による収入 6,990,279 －

その他 8,873 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 25,210,847 3,020,276

現金及び現金同等物に係る換算差額 19,584 27,305

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,704,819 20,224,532

現金及び現金同等物の期首残高 28,439,078 29,314,433

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 37,143,897 ※１ 49,538,965
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(1) 連結の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

重要な変更はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しております。

 

（たな卸資産の保有目的の変更）

たな卸資産の一部について、販売から賃貸へ保有目的を変更したことに伴い、仕掛販売用不動産2,925,447千

円を賃貸不動産に振替えております。

 

（有形固定資産の保有目的の変更）

賃貸不動産の一部について、賃貸から販売へ保有目的を変更したことに伴い、賃貸不動産2,286,798千円を販

売用不動産に振替えております。

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、当社及び当社グループ会社の従業員（以下、「従業員」といいます。）の新しい福利厚生制度として

当社の株式を給付し、株価上昇及び業績向上へ従業員の意欲や士気を高めることを目的として、株式給付型ＥＳ

ＯＰ（以下、「本制度」といいます。）を導入しております。

（1）取引の概要

本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした従業員に対し当社株式を給付す

る仕組みです。

当社は、従業員に対し貢献度等に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権を取得したときに当該

付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員に対し給付する株式については、予め信託設定した金

銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。

（2）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末325,361千円、313,980

株、当第２四半期連結会計期間末325,361千円、313,980株であります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　１　保証債務

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成30年９月30日）

関係会社の金融機関からの借入に対す

る保証債務
― 456,750千円

顧客住宅ローンに関する抵当権設定登

記完了までの金融機関等に対する連帯

保証債務

406,114千円 482,600千円

合計 406,114千円 939,350千円

 

※２　偶発債務

無担保転換社債型新株予約権付社債（前連結会計年度末残高6,400,000千円、当第２四半期連結会計期間末残

高3,500,000千円）には年0.95％の利率が付されており、平成32年９月３日において残存している本新株予約権

付社債については、平成32年９月４日に一括して利息が支払われます。ただし、平成32年９月３日よりも前に償

還又は行使等により消滅した本新株予約権付社債については、上記利息を支払う必要はありません。従って、現

時点で金額を合理的に見積もることができないため、引当金を計上しておりません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
　　至 平成29年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
　　至 平成30年９月30日）

販売手数料 3,308,427千円 3,843,659千円

広告宣伝費 200,742千円 182,826千円

役員報酬 275,820千円 306,964千円

給与手当 1,692,212千円 2,375,646千円

賞与 30,391千円 19,294千円

賞与引当金繰入額 117,401千円 165,262千円

退職給付費用 12,035千円 24,630千円

役員退職慰労引当金繰入額 25,500千円 26,783千円

株式給付引当金繰入額 24,434千円 28,434千円

減価償却費 27,998千円 41,119千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日）

現金及び預金勘定 39,238,915千円 52,098,965千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △2,095,017千円 △2,560,000千円

現金及び現金同等物 37,143,897千円 49,538,965千円

 

２　重要な非資金取引の内容

新株予約権に関するもの

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日）

新株予約権の行使による資本金の増加額 － 250,000千円

新株予約権の行使による資本剰余金の増加額 － 1,065,978千円

新株予約権の行使による自己株式の減少額 － 1,584,021千円

新株予約権の行使による新株予約権付社債の減少額 － 2,900,000千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月29日

取締役会
普通株式 733,191 12.40 平成29年３月31日 平成29年６月26日 利益剰余金

（注）　配当金の総額には、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が保有する当社株式に対する配当金

3,909千円が含まれております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月24日

取締役会
普通株式 1,018,519 16.90 平成30年３月31日 平成30年６月25日 利益剰余金

（注）　配当金の総額には、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が保有する当社株式に対する配当金

5,306千円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 不動産販売事業 計

売上高     

外部顧客への売上高 63,779,210 63,779,210 2,462,497 66,241,708

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － －

計 63,779,210 63,779,210 2,462,497 66,241,708

セグメント利益 10,473,565 10,473,565 1,017,100 11,490,666

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸・仲介・管理、家賃等債

務保証業、損害保険代理事業、マンションの内装工事等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 10,473,565

「その他」の区分の利益 1,017,100

全社費用（注） △502,813

四半期連結損益計算書の営業利益 10,987,853

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

「不動産販売事業」セグメントにおいて、第１四半期連結会計期間より、株式会社ララプレイスの全株式取

得による連結子会社化に伴い、のれんが発生しております。

なお、当該事象によるのれんの発生額は219,149千円であります。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 不動産販売事業 計

売上高     

外部顧客への売上高 118,498,547 118,498,547 2,851,972 121,350,520

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － －

計 118,498,547 118,498,547 2,851,972 121,350,520

セグメント利益 25,350,091 25,350,091 1,045,096 26,395,187

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸・仲介・管理、家賃等債

務保証業、損害保険代理事業、マンションの内装工事等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 25,350,091

「その他」の区分の利益 1,045,096

全社費用（注） △617,525

四半期連結損益計算書の営業利益 25,777,662

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益 122円92銭 283円21銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 7,239,965 17,402,376

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（千円）
7,239,965 17,402,376

普通株式の期中平均株式数（株） 58,898,976 61,445,940

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 122円25銭 271円24銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 325,317 2,712,291

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

―― ――

（注）　株式給付型ＥＳＯＰ導入に伴い、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が保有する当社株式を

１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において

控除する自己株式に含めております（前第２四半期連結累計期間315,300株、当第２四半期連結累計期間313,980

株）。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成30年11月８日

株式会社プレサンスコーポレーション

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石田　博信　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 福竹　　徹　　印

 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社プレサ

ンスコーポレーションの平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成30

年７月１日から平成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半

期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社プレサンスコーポレーション及び連結子会社の平成30年９月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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